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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
　

回次
第62期

第３四半期
連結累計期間

第63期
第３四半期
連結累計期間

第62期

会計期間
自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日

自 平成30年４月１日
至 平成30年12月31日

自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日

売上高 (百万円) 13,265 13,777 17,990

経常利益 (百万円) 1,207 1,127 1,473

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 773 831 932

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 833 741 1,001

純資産額 (百万円) 18,230 18,679 18,397

総資産額 (百万円) 25,335 25,393 26,245

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 38.67 41.56 46.63

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 72.0 73.6 70.1
 

 

回次
第62期

第３四半期
連結会計期間

第63期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成29年10月１日
至 平成29年12月31日

自 平成30年10月１日
至 平成30年12月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 9.81 13.80
 

(注)１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

４．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、前第３四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営指

標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

　　 当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

なお、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、財政状態の状況については、当該会計基準等を遡って適用した後の数値で前

連結会計年度との比較・分析を行っております。

 
(1) 財政状態及び経営成績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業収益や雇用・所得環境の改善、設備投資の増加等を背

景に景気は緩やかな回復基調で推移いたしましたが、米国の保護主義的な通商政策による貿易摩擦の拡大懸念、

中国をはじめとした新興国の景気下振れリスク、ＥＵ諸国の不安定化等、依然として景気を下押しするリスク要

素も多く、先行き不透明な状況が続いております。

こうした状況のなか、当社グループは「実践の継続」を年度方針に掲げ、高品質・低コスト・短納期・充実し

たサービスの向上に努めてまいりました。また、平成30年度（平成31年３月期）からの３ヵ年を対象期間とした

中期経営計画を策定し、企業価値の向上に向けて、①成長力・収益力の強化、②顧客ニーズの変化への柔軟な対

応、③海外展開の加速、④新製品開発、新技術開発に取り組んでおります。

超硬製工具類では、海外向けの混錬工具や粉砕工具、国内向けの超高圧発生用工具や冷間圧延ロールの販売が

引き続き堅調に推移しました。また、熱間圧延ロールの販売が海外向けおよび国内向けともに増加し、売上高は

3,898百万円（前年同期比9.8％増）となりました。

超硬製金型類では、海外向けの粉末成形用金型の販売が低調となったものの、自動車部品生産用金型や半導体

用金型の販売が堅調に推移し、売上高は3,146百万円（前年同期比1.0％増）となりました。

その他の超硬製品では、半導体生産用の超硬金型素材や半導体製造装置用部品、スマートフォン部品生産用の

超硬金型素材の販売が堅調に推移したことに加え、引き抜き加工用の冶工具の販売が増加し、売上高は3,195百万

円（前年同期比8.3％増）となりました。

超硬以外の製品では、鋼製の電池用金型や製缶金型、ＫＦ２製の混錬工具の販売が低調となったことに加え、

海外向けのダイヤモンド研削砥石の販売も低調となり、売上高は3,537百万円（前年同期比3.1％減）となりまし

た。

その結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は13,777百万円（前年同期比3.9％増）となりました。利益につ

きましては、材料費の高騰等により営業利益は1,053百万円（前年同期比11.5％減）、経常利益は1,127百万円

（前年同期比6.7％減）となりましたが、親会社株主に帰属する四半期純利益は、前期の減益要因であった連結子

会社の減損損失がなくなったこと等により831百万円（前年同期比7.5％増）となりました。

なお、当社グループは耐摩耗工具関連事業の単一セグメントであるため、セグメント情報の記載を省略してお

ります。

 
 (資産の部)

当第３四半期連結会計期間末の資産の部は、25,393百万円（前連結会計年度末26,245百万円）となり、852百万

円減少いたしました。流動資産は14,106百万円（前連結会計年度末14,756百万円）となり、650百万円減少いたし

ました。これは主に、現金及び預金が1,026百万円減少、受取手形及び売掛金が285百万円減少したことによるも

のであります。また、固定資産は11,286百万円（前連結会計年度末11,488百万円）となり、202百万円減少いたし

ました。これは主に、投資有価証券が88百万円減少、投資その他の資産のその他に含まれる長期性預金が74百万

円減少、建物及び構築物（純額）が33百万円減少したことによるものであります。
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 (負債の部)

当第３四半期連結会計期間末の負債の部は、6,713百万円（前連結会計年度末7,847百万円）となり、1,134百万

円減少いたしました。流動負債は4,967百万円（前連結会計年度末6,047百万円）となり、1,080百万円減少いたし

ました。これは主に、未払費用が617百万円減少、未払金が442百万円減少、未払法人税等が212百万円減少したこ

とによるものであります。また、固定負債は1,745百万円（前連結会計年度末1,800百万円）となり、54百万円減

少いたしました。

 
 (純資産の部)

当第３四半期連結会計期間末の純資産の部は、18,679百万円（前連結会計年度末18,397百万円)となり、281百

万円増加いたしました。これは主に、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上により利益剰余金が831百万円増

加、剰余金の配当により利益剰余金が459百万円減少したことによるものであります。

　

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 
(3) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間における当社グループの研究開発費は、203百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動について重要な変更はありません。

 

３ 【経営上の重要な契約等】

　　 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 80,000,000

計 80,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成30年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成31年２月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 20,000,000 20,000,000
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数100株

計 20,000,000 20,000,000 ― ―
 

　

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成30年12月31日 － 20,000,000 － 164 － －
 

 

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成30年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

199,988 ―
19,998,800

単元未満株式
普通株式

― １単元（100株）未満の株式
1,200

発行済株式総数
 

20,000,000
― ―

総株主の議決権 ― 199,988 ―
 

(注) １　単元未満株式には、当社所有の自己株式36株が含まれております。

２　当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成30年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

 
② 【自己株式等】

該当事項はありません。

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

常務取締役
（営業本部長）

常務取締役
（生産本部長）

久保井　恒之 平成30年10月１日

取締役
（営業本部副本部長兼海外

事業管理部長）

取締役
（営業本部長）

渡邉　祥司 平成30年10月１日

取締役
（生産本部長兼生産管理
統括センター長）

取締役
（生産本部副本部長兼生産
管理統括センター長)

多田隈　豊 平成30年10月１日
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第４ 【経理の状況】

 

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 
２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成30年10月１日から平成

30年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成30年４月１日から平成30年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

　なお、新日本有限責任監査法人は、名称変更により、平成30年７月１日をもって、EY新日本有限責任監査法人とな

りました。

 
３　四半期連結財務諸表の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、四半期連結財務諸表の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等

の内容を適切に把握できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入しております。

　また、監査法人等が主催する各種セミナーに定期的に参加し、会計基準等の変更点についての情報を得ておりま

す。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 5,731 4,704

  受取手形及び売掛金 ※１  5,222 ※１  4,937

  有価証券 1,000 1,000

  商品及び製品 130 294

  仕掛品 1,428 1,703

  原材料及び貯蔵品 1,044 1,319

  その他 201 150

  貸倒引当金 △3 △3

  流動資産合計 14,756 14,106

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 4,442 4,408

   機械装置及び運搬具（純額） 2,767 2,788

   工具、器具及び備品（純額） 322 303

   土地 2,702 2,696

   建設仮勘定 1 11

   有形固定資産合計 10,236 10,208

  無形固定資産   

   その他 147 124

   無形固定資産合計 147 124

  投資その他の資産   

   投資有価証券 399 311

   長期貸付金 21 19

   繰延税金資産 586 597

   その他 97 24

   貸倒引当金 △0 △0

   投資その他の資産合計 1,104 953

  固定資産合計 11,488 11,286

 資産合計 26,245 25,393
 

 

EDINET提出書類

冨士ダイス株式会社(E31594)

四半期報告書

 9/17



 

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 ※１  2,717 ※１  2,851

  短期借入金 382 379

  1年内返済予定の長期借入金 38 22

  リース債務 23 11

  未払金 1,117 674

  未払費用 880 262

  未払法人税等 228 16

  賞与引当金 301 374

  役員賞与引当金 31 －

  その他 326 373

  流動負債合計 6,047 4,967

 固定負債   

  長期借入金 60 19

  リース債務 16 12

  繰延税金負債 2 0

  役員退職慰労引当金 0 0

  退職給付に係る負債 1,716 1,709

  その他 2 3

  固定負債合計 1,800 1,745

 負債合計 7,847 6,713

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 164 164

  利益剰余金 17,985 18,356

  自己株式 △0 △0

  株主資本合計 18,149 18,520

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 123 52

  為替換算調整勘定 220 191

  退職給付に係る調整累計額 △94 △84

  その他の包括利益累計額合計 248 159

 純資産合計 18,397 18,679

負債純資産合計 26,245 25,393
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年12月31日)

売上高 13,265 13,777

売上原価 9,761 10,329

売上総利益 3,504 3,448

販売費及び一般管理費 2,313 2,394

営業利益 1,191 1,053

営業外収益   

 受取利息 7 7

 受取配当金 9 11

 受取賃貸料 17 18

 補助金収入 5 74

 その他 11 8

 営業外収益合計 51 120

営業外費用   

 支払利息 7 6

 為替差損 20 37

 その他 6 2

 営業外費用合計 34 46

経常利益 1,207 1,127

特別利益   

 固定資産売却益 4 0

 その他 0 －

 特別利益合計 5 0

特別損失   

 固定資産売却損 0 1

 固定資産除却損 3 6

 減損損失 ※１  129 ※１  1

 特別損失合計 133 9

税金等調整前四半期純利益 1,079 1,119

法人税等 306 287

四半期純利益 773 831

非支配株主に帰属する四半期純利益 － －

親会社株主に帰属する四半期純利益 773 831
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年12月31日)

四半期純利益 773 831

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 41 △70

 為替換算調整勘定 11 △28

 退職給付に係る調整額 7 10

 その他の包括利益合計 60 △89

四半期包括利益 833 741

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 833 741

 非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

　　　　該当事項はありません。

 

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

　

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日 至 平成30年12月31日)

（税金費用の計算）

税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しており

ます。
 

 

(追加情報)

 

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日 至 平成30年12月31日)

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期連結会

計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分

に表示しております。
 

 

(四半期連結貸借対照表関係)

 ※１ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

　　 　なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形

　　　が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

 
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年12月31日)

受取手形 177 百万円  140 百万円

支払手形  104 　〃  73 　〃
 

 

(四半期連結損益計算書関係)

　※１ 減損損失

　　　　当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

 
　　前第３四半期連結累計期間(自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日)

場所 用途 種類 減損損失 (百万円)

インドネシア共和国

西ジャワ州
事業用資産 機械装置及び運搬具 127

神奈川県秦野市 遊休資産 機械装置及び運搬具 1

東京都大田区 遊休資産 建設仮勘定 0
 

当社グループは、原則として会社単位を基準にグルーピングを行っており、遊休資産については個々の資産ご

とにグルーピングを行っております。

当第３四半期連結累計期間において、連結子会社であるPT.FUJILLOY INDONESIAの事業用資産における収益性の

低下により投資額の回収が見込めなくなったため、設備の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減

損損失額として計上しました。なお、回収可能価額は正味売却価額により測定しており、不動産鑑定評価額等を

基準に算定しております。

遊休資産については、時価が下落した資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損

損失額として計上しました。なお、当資産グループの回収可能価額は、零として評価しております。

 
　　当第３四半期連結累計期間(自　平成30年４月１日　至　平成30年12月31日)

重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　　 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む)は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年12月31日)

減価償却費 796 百万円  804 百万円
 

 

(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

１  配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月23日
定時株主総会

普通株式 440 22.0 平成29年３月31日 平成29年６月26日 利益剰余金
 

（注）１株当たり配当額には、東京証券取引所市場第一部への市場変更を記念した記念配当１円が含まれております。

　

２ 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末

日後となるもの

　該当事項はありません。

 

当第３四半期連結累計期間(自 平成30年４月１日 至 平成30年12月31日)

１  配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年６月22日
定時株主総会

普通株式  459  23.0 平成30年３月31日 平成30年６月25日 利益剰余金
 

　

２ 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末

日後となるもの

　該当事項はありません。

 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社グループの事業セグメントは、耐摩耗工具関連事業のみの単一セグメントであり重要性が乏しいため、セグ

メント情報の記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年12月31日)

１株当たり四半期純利益 38円67銭 41円56銭

(算定上の基礎)   

 親会社株主に帰属する四半期純利益(百万円) 773  831

 普通株主に帰属しない金額(百万円) －  －

 普通株式に係る親会社株主に帰属する
　四半期純利益(百万円)

773  831

 普通株式の期中平均株式数(株) 20,000,000  19,999,964
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

　　　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

平成31年２月13日

冨士ダイス株式会社

取締役会  御中

　

EY新日本有限責任監査法人
 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 飯   塚   徹 印

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 山   本   高   揮 印

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている冨士ダイス株式

会社の平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成30年10月１日から

平成30年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について

四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、冨士ダイス株式会社及び連結子会社の平成30年12月31日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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